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    親会社等の名称  東急建設株式会社（コード番号 1720）他1社  親会社等における当社の議決権所有割合 24.6％ 
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    １．18 年3月期の連結業績（平成17年4 月1日～平成18年3月 31日） 
    (1)連結経営成績                        （注）記載金額は百万円未満を切り捨てております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 

18年 3月期 
17年 3月期 

  64,204   △ 8.6 
70,279    △ 7.3 

38   △ 96.1 
994   △ 54.9 

△ 770     － 
315   △ 78.9 

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益        

株主資本当 
期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円     ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％ 
18年 3月期 
17年 3月期 

△ 15,218    － 
△ 4,072    － 

△ 151.19 
△ 66.35 

－ 
－ 
△ 277.1 
△ 45.2 

△ 1.2 
0.4 

△ 1.2 
0.4 

    (注) ①持分法投資損益       18年3月期     － 百万円  17年3月期      － 百万円 
         ②期中平均株式数(連結) 18年3月期    100,655,938 株   17年 3月期     61,390,485株 
        なお、当社が発行する優先株式は、普通株式と同等とみなされるため、期中平均株式数にはこれらの株式数を含めております。 
         ③会計処理の方法の変更  無 
          ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
    (2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 

18年 3月期 
17年 3月期 

53,649 
74,515 
 

3,980 
7,001 
 

7.4 
9.4 
 

26.61 
114.10 
 

    (注) 期末発行済株式数(連結)  18年3月期   139,748,230 株   17年 3月期     61,364,425株 
       なお、当社が発行する優先株式は、普通株式と同等とみなされるため、期末発行済株式数にはこれらの株式数を含めております。 
 
    (3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による          
キャッシュ・フロー 

投資活動による          
キャッシュ・フロー 

財務活動による          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 
18年 3月期 
17年 3月期 

2,377 
3,122 

△ 875 
△ 36 

△ 1,253 
△ 3,037 

1,819 
1,571 

 
    (4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
      連結子会社数 8 社   持分法適用非連結子会社数 － 社   持分法適用関連会社数 － 社 
 
    (5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
      連結 (新規) － 社 (除外) － 社    持分法 (新規) － 社 (除外) － 社 
 
    ２．19 年3月期の連結業績予想（平成18 年4月1日～平成19年 3月31日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

中 間 期 
通    期 

25,060 
66,380 

△ 1,060 
550 

△ 1,150 
360 

    (参考)１株当たり予想当期純利益（通期）   2 円58 銭 
 
      ※ 業績予想につきましては、現時点において合理的と判断する一定の前提に基づいており、様々な不確定要素が 
       内在しているため、実際の業績は予想数値と異なる可能性があります。 
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１．企業集団の状況 
 
     当企業集団は、舗装・土木を主とする建設事業及び舗装資材の製造販売等を営んでいる当社（世紀東急工業㈱）､ 
    子会社１0社、関連会社３社及びその他の関係会社２社で構成されておりますが、当企業集団各社の主な事業内 
    容と当該事業における位置付けは以下のとおりであります。 
     なお、当企業集団は東京急行電鉄㈱を中心とする東急グループの一員であります。 
    建 設 事 業・・・当社と子会社である新世紀工業㈱、やまびこ工業㈱、㈱大和舗道、ほくりく工業㈱及びみ 
              ちのく工業㈱、関連会社であるガルフシール工業㈱及び中外エンジニアリング㈱が営んで 
              おります。 
              新世紀工業㈱及び中外エンジニアリング㈱からは工事の一部を受注しております。また、 
              その他の関係会社である東急建設㈱及び東京急行電鉄㈱からも、工事の一部を受注してお 
              ります。 
    舗装資材製造販売事業・・・当社と子会社である新世紀工業㈱、エスティ建材㈱及び若栗建材㈱、関連会社である能登 
              アスコン㈱が営んでおります。 
              新世紀工業㈱、エスティ建材㈱及び能登アスコン㈱からは製造された舗装資材の一部を購 
              入し、また、当社からも同社へ同様の製品の一部を販売しております。 
    スポーツ関連事業・・・当社は上記の事業の他にもスポーツ関連事業及び不動産事業等を営んでおります。 
    及び不動産事業等   子会社であるエス・ティ・サービス㈱は建設機械の販売及び自動車等のリース事業を営ん 
              でおり、当社はその一部を購入または賃借しております。 
              ㈱水戸プロパティーはゴルフ場その他スポーツ施設の経営等を事業目的としており、その 
              運営を同社の子会社である㈱ロイヤルフォレストゴルフ倶楽部に委託しております。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
建 設 事 業 

 
舗装資材製造 
  販売事業 

 
スポーツ関連事業  
及び不動産事業等  

エ ス テ ィ 建 材 ㈱ 
 

ガ ル フ シ ー ル 工 業㈱ 

能 登 ア ス コ ン ㈱ 

（工事の発注） 

（業務の委託） 

（工事の請負）

（製品の販売） 

（製品の販売）

（製品の販売） 

(機械等の購入及び賃借)  

㈱ 水 戸 プ ロ パ テ ィー 

㈱ロイヤルフォレストゴルフ倶楽部 

（業務の委託） 

東 急 建 設 ㈱ 

東京急行電鉄㈱ 

中外エンジニアリング㈱ 

世紀東急工業㈱ 

（工事の請負） 
（工事の請負）

（工事の請負）

連 結 子 会 社 ８社 

非 連 結 子 会 社 ２社 

関 連 会 社 ３社 
 

(注) 

その他の関係会社 ２社 

㈱ 大 和 舗 道 

新 世 紀 工 業 ㈱ 

ほ く り く 工 業 ㈱ 

エス・ティ・サービス㈱ 
 

み ち の く 工 業 ㈱ 

や ま び こ 工 業 ㈱ 

若 栗 建 材 ㈱ 
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２．経 営 方 針  
 
 
１．経営の基本方針  
  当社は、「豊かな地域社会づくりに貢献する生活基盤創造企業」を標榜し、社会資本の
整備を責務として事業を展開しております。当社グループにおいてはこの考え方をもと
に、道路建設を主軸に土木、水利・環境、舗装資材の製造販売等の事業領域を確保し、
社会基盤整備の担い手として、健全な発展と存続を目指しております。  

 
２．利益配分に関する基本方針  
利益配分につきましては、業績の状況や財務内容、将来の経営環境等を総合的に勘案
して決定しております。今後につきましては、収益力の向上と財務体質の改善を推し進
め、株主の皆様のご期待に添うべく、早期復配を目指し業績の向上に努めてまいります。  

 
３．中長期的な経営戦略  
  道路建設業界では、建設市場の縮小に伴い企業間競争が熾烈を極めております。また、
今後の情勢につきましても公共事業費のさらなる減少が避けられないなか、業界を取り
巻く事業環境は一段と厳しさを増すものと予想されます。  
このような状況を踏まえ、当社では、縮小する市場において将来にわたり生き残って
いくため、本業の収益力強化、過剰債務の解消、固定資産の減損会計への対応を柱とし
た中期経営計画『中期３か年経営計画Ｃｏｍｐｅｔｅｎｃｙ ｐｌａｎ＠ｓｅｉｋｉｔｏｋｙｕ』（自平成１７年４
月至平成２０年３月）を策定し、当社が抱える課題の抜本的解決による事業再生に取り組ん
でおります。本計画の実施により、Ｃｏｍｐｅｔｅｎｃｙ（総力：人財・技術・技能・知識・知
恵・ノウハウ）を結集し、収益構造改善による業績の回復に努めるとともに、財務基盤
強化策の実施により確固たる経営基盤を築いてまいります。  
  なお、本計画に基づく財務基盤強化策につきましては、平成１７年９月に１２２億円
の第三者割当増資の手続を完了するほか、期中において総額１５０億７０百万円の資本
減少および５６億円の資本準備金減少を実施し、一連の資本増強策は全て完了いたしま
した。  
今後は、発注者など各ステークホルダーの信頼を克ちとるべく、環境関連をはじめと
する技術開発や企画提案、価格と品質に優れたサービスの提供に注力するとともに、収
益構造の改善と財務基盤のさらなる強化に取り組み、業績の回復と企業価値の向上を目
指してまいります。  
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４．親会社等に関する状況  
（１）親会社等の商号等  

親会社等  属  性  
親 会 社 等 の 議 決
権 所 有 割 合 ( % ) 

親 会 社 等 が 発 行 す る 株 券 が  
上場されている証券取引所等  

東急建設  
株式会社  

上 場 会 社 が 他 の 会 社 の 関 連
会 社 で あ る 場 合 に お け る 当
該他の会社  

 
２４．６  

 

株式会社東京証券取引所  
市場第一部  

東京急行電鉄
株式会社  

上 場 会 社 が 他 の 会 社 の 関 連
会 社 で あ る 場 合 に お け る 当
該他の会社  

 
 ６．５  
（ ０．１）  

株式会社東京証券取引所  
市場第一部  

 （注）「親会社等の議決権所有割合」の（ ）内は、間接被所有割合であり、内数であります。  
 
（２）親会社等のうち、上場会社に与える影響が最も大きいと認められる会社の商号又は
名称及びその理由  
東急建設株式会社は、当社の主要株主であり、また、工事受注等の取引を継続的に行
うなど事業上の結びつきが強いことから、当社に与える影響が最も大きい会社でありま
す。また、主要株主でありますフェニックス・キャピタル株式会社は企業価値向上に向
けた豊富なノウハウを有する会社であり、両社には、当社が推進する抜本的な収益構造
の改善と財務基盤の強化による事業再生にご協力いただいております。  

 
（３）親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等
との関係  
当社は東京急行電鉄株式会社を中核とする東急グループの一員として、開発事業の分
野を担っております。なお、東急建設株式会社とは類似した事業を営んでおりますが、
当社は舗装工事を中心に事業展開しており、同社とは事業領域を相互に補完しうる関係
にあるものと考えております。  
また、東急建設株式会社、東京急行電鉄株式会社および主要株主であるフェニックス・
キャピタル株式会社の役員が当社の役員を一部兼務いたしておりますが、取締役会の構
成員として業務執行の監督機能を果たすほか、必要に応じて経営に対する助言をいただ
いているものであり、当社の独立性は確保されているものと認識しております。  

役 職  氏 名  親会社等又はそのグループ企業での役職  

取締役（非常勤） 安東泰志  フェニックス・キャピタル株式会社取締役相談役  

取締役（非常勤） 中原徹郎  東京急行電鉄株式会社専務取締役  

取締役（非常勤） 山田豊彦  東急建設株式会社取締役社長  

監査役（非常勤） 山田匡通  東京急行電鉄株式会社常勤監査役  

 
（４）親会社等との取引に関する事項  
  当社は、その他の関係会社である東京急行電鉄株式会社および東急建設株式会社の両
社との間で工事受注等の取引を継続的に行っております。また、東急グループの一員と
して、この大きな経営資源を活用し、事業運営に取り組んでまいる所存であります。  
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３．経営成績及び財政状態 

 

１．経営成績 

（１）当期の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景に設備投資が増加傾向を続ける一方、

年度後半には、日銀による量的金融緩和政策の解除をはじめ、長期化するデフレ状況にも改善の動きが

見られるなど、景気は緩やかながらも着実に回復基調を辿ってまいりました。 

道路建設業界におきましては、民間建設需要が堅調に推移したものの、公共投資の減少傾向や原材料

価格の騰勢には依然として歯止めがかからず、業界を取り巻く環境は引き続き厳しい状況となりました。 

 このような状況のもと、当社グループ各社は継続して積極的な営業活動を展開するとともに、経費の

削減、有利子負債の圧縮に全社を挙げて取り組み、収益体質の強化に努めてまいりました。 

しかしながら、厳しい事業環境のもと、受注高は前年並みの６５８億５２百万円（前年度比３．７％

増）を確保したものの、売上高は６４２億４百万円（前年度比８．６％減）にとどまり、また、損益に

つきましても、経常損失は７億７０百万円（前年度は経常利益３億１５百万円）、固定資産の減損に係

る会計基準の適用に伴い多額の特別損失を計上したことにより当期純損失は１５２億１８百万円（前年

度は当期純損失４０億７２百万円）となりました。 

なお、当連結会計年度中に一連の資本増強策を完了したことにより、減損会計適用後の当連結会計年

度末における株主資本は３９億８０百万円となりました。 

なお、事業の種類別セグメントの業績は次の通りです。 

 
「建設事業」 

 建設事業におきましては、公共工事の減少が続き厳しい受注競争を強いられるなか、民間工事の受注

拡大やコスト構造改善による価格競争力の強化に取り組み、収益確保を図ってまいりました。しかしな

がら、建設市場縮小の影響を回避するには至らず、受注高は４７７億１１百万円（前年度比１．７％増）

を確保したものの、完成工事高は４６０億６３百万円（前年度比１４．２％減）にとどまる結果となり

ました。また、損益につきましても、売上高が大幅に減少したことにより、営業利益は７億９２百万円

（前年度比５３．１％減）となりました。 

なお、主な受注工事および完成工事は、次の通りであります。 

主要受注工事 

発 注 者 工 事 名 工事場所 

中日本高速道路株式会社 首都圏中央連絡自動車道八王子北舗装工事 東 京 都 

中日本高速道路株式会社 東名阪自動車道千倉高架橋床版補強工事 愛 知 県 

国土交通省北陸地方整備局 下門前電線共同溝整備工事 新 潟 県 

国土交通省関東地方整備局 大谷口北町・桜川舗装修繕工事 東 京 都 

国土交通省中国地方整備局 殿ダム付替県道外舗装工事 鳥 取 県 

農林水産省東北農政局 岩木川左岸（二期）農業水利事業東俣導水幹線用水路（その９）工事 青 森 県 

内閣府沖縄総合事務局 平成１７年度大湾交差点改良工事 沖 縄 県 

独立行政法人都市再生機構 盛岡南盛岡駅本宮線歩道整備（１７－３）工事 岩 手 県 

財団法人横浜港埠頭公社 （南本牧）横浜港コンテナ貨物情報システム関連用地整備工事 神奈川県 

里 庄 町 里庄汚水枝線工事 岡 山 県 
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主要完成工事 

発 注 者 工 事 名 工事場所 

東日本高速道路株式会社 上信越自動車道本庄児玉～富岡間舗装補修工事 埼 玉 県 

国土交通省北海道開発局 帯広広尾自動車道帯広市大正舗装工事 北 海 道 

国土交通省北海道開発局 一般国道２３５号新冠町新冠情報ボックス設置工事 北 海 道 

国土交通省近畿地方整備局 大和御所道路南専用部舗装工事 奈 良 県 

国土交通省近畿地方整備局 ４２号黒江地区電線共同溝設置工事 和歌山県 

国土交通省中国地方整備局 下関北バイパス武久舗装工事 山 口 県 

国土交通省九州地方整備局 鹿児島空港エプロン新設工事 鹿児島県 

農林水産省九州農政局 平成１７年度筑後川下流農業水利事業幹線水路城原金立線（北小路工区）工事 佐 賀 県 

首都高速道路株式会社 （改維）舗装補修工事１７－２（神奈川） 神奈川県 

千葉市土気東土地区画整理組合 平成１７年度補助事業区画道路築造工事 千 葉 県 

 

「舗装資材製造販売事業」 

 舗装資材製造販売事業におきましては、道路建設投資の減少に加え、アスファルトをはじめとする原

材料価格の高騰により事業環境が一段と厳しさを増すなか、他社との合材工場の協業化を推し進め、販

路の拡大と事業運営の効率化を図る一方、販売価格の見直しやリサイクル事業の強化に積極的に取り組

み、収益の確保に努めてまいりました。その結果、売上高は１７５億９７百万円（前年度比１０．３％

増）、営業利益は１５億２８百万円（前年度比４．３％増）となりました。 

 

「スポーツ関連事業及び不動産事業等」 

 スポーツ関連事業及び不動産事業等につきましては、売上高は５億４３百万円（前年度比１５．６％

減）、営業利益は３６百万円（前年度は営業損失１億１５百万円）となりました。 

 

 

（２）次期の見通し 

今後の経済情勢につきましては、国内民間需要を中心に、景気は緩やかに回復を続けるものと見込ま

れますが、原油価格の再高騰や米国経済の減速、家計の公的負担増加等、内外経済の先行きに対する懸

念材料は依然として払拭されておらず、日本経済の持続的な成長を確実なものとするには、なお予断を

許さない状況が続くものと思われます。 

道路建設業界におきましても、政府・地方自治体の財政状況を反映し、公共事業予算の削減傾向はさ

らに続く見通しであり、また、アスファルト価格の動向も憂慮されるなど、一段と厳しい事業環境を強

いられるものと予想されます。 

このような状況を踏まえ、当社といたしましては、引き続き収益構造・財務体質の改善・強化に向け

た取り組みをより強力に推進し、全社一丸となって業績の回復を期してまいります。 

なお、次期の見通しとしては、売上高６６３億８０百万円、経常利益５億５０百万円、当期純利益３

億６０百万円を見込んでおります。 

 
 
 
 
 



 ７

２．財政状態 

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

 
「営業活動によるキャッシュ･フロー」 

当連結会計年度におきましては、税金等調整前当期純損失が２１８億１４百万円となり、前年度に

比べ大幅に悪化したものの、これは減損会計適用に伴う損失や財務再構築関連損失の計上など、資金

の支出を伴わない費用や損失の発生が大きく影響したものであり、営業活動によるキャッシュ･フロ

ーは、売上債権の減少などにより、２３億７７百万円の資金増加（前年度は３１億２２百万円の資金

増加）となりました。 

「投資活動によるキャッシュ･フロー」 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、アスファルトプラント設備や賃貸

用マンションなどの有形固定資産を取得したことに加え、期中に子会社株式を追加取得したことによ

り、８億７５百万円の資金減少（前年度は３６百万円の資金減少）となりました。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」 

当連結会計年度において、自己資本の充実と有利子負債の削減を目的とした第三者割当増資を実施

いたしましたが、取得資金のほぼ全額を債務の返済に充当いたしました。また期中においてシンジケ

ートローン契約を締結した際に一部借入金を返済したことにより、財務活動によるキャッシュ･フロ

ーは１２億５３百万円の資金減少（前年度は３０億３７百万円の資金減少）となりました。 

 

 以上の結果、当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は前連結会計年度の期末残高と

比べ２億４８百万円増加し、１８億１９百万円（前年度比１５．８％増）となりました。 

 

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 平成１５年３月期 平成１６年３月期 平成１７年３月期 平成１８年３月期 

自己資本比率（％） １１．６ １３．３ ９．４ ７．４ 

時価ベースの自己資本比率（％） ３．９ １０．４ １２．６ ３４．２ 

債務償還年数（年） ６．８ △ ６７．９ ９．４ ７．７ 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ ６．１ △  ０．７ ４．３ ８．０ 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・ガバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロ

ーを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支

払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロ

ー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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３．事業等のリスク 

 当社グループの事業等のリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、

以下のようなものがあります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、本書提出日（平成１８年５月１２日）現在において当社グ

ループが判断したものであります。 

 

（１）経済情勢について 

   当社グループの事業内容のうち、主要な部分を占める建設事業および舗装資材製造販売事業の業績

は、公共工事の発注動向に大きく影響されます。したがいまして、公共事業費の過度の縮減傾向は、

当社グループの収益に悪影響を及ぼす可能性があります。また、同様の理由から取引先の経営状態が

悪化した場合、貸倒れの発生等により当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

（２）資材価格の変動について 

   当社グループで製造する舗装資材の主要な原材料はストレートアスファルトであり、原材料の仕入

値は原油市場の動向に大きく左右されます。仕入価格の上昇を製品価格に転嫁できない場合、国際石

油価格の著しい変動による仕入価格の上昇が、当社グループの経営成績に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。 

  

（３）シンジケートローンならびに金利の変動について 

   当社は安定的な金融取引体制の構築を目的として、金融機関数社との間にシンジケートローン契約

を締結いたしておりますが、本契約には一定の財務制限条項が付されております。なお、平成１８年

３月末現在において、当社は本財務制限条項の一部に抵触いたしておりますが、既に金融機関より当

該事象をもって取得した権利については行使しない旨の同意を得ており、資金繰り等にかかる懸念は

生じておりません。 

また、本契約による借入金残高は全て変動金利によるものであり、将来の金利情勢の動向が、当社

グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  
（４）潜在株式について 

   当社は、自己資本の充実と有利子負債の圧縮を目的として、平成１７年９月に総額１２２億円の第

三者割当増資を実施いたしました。本件増資に伴い、一部優先株式（Ａ種優先株式６００万株、Ｂ種

優先株式１，２４０万株）を発行いたしましたが、同株式には転換予約権が付されており、将来、権

利が行使された場合には、当社の一株当たりの株式価値に希薄化が生じる可能性があります。 
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４ 連 結 財 務 諸 表 等 
 
（１）連 結 貸 借 対 照 表 
                                                 （単位：百万円） 

当連結会計年度末 

（平成１８年３月３１日現在） 

前連結会計年度末 

（平成１７年３月３１日現在） 
比 較 増 減 

       期   別 

 

 科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  

      

流 動 資 産 ３５，３１３ ６５．８ ４０，２５６ ５４．０ △ ４，９４３ 

  現 金 預 金 １，８１９  １，５７１  ２４８ 

  受 取 手 形 ・ 

  完 成 工事未収入金 
２８，２７１  ３５，０５６  △ ６，７８４ 

  未 成 工 事 支 出 金 ３，８６３  １，７１９  ２，１４３ 

  そ の他たな卸資産 ４６９  １，２２４  △ ７５４ 

  短 期 貸 付 金 －  ８  △ ８ 

  そ の 他 １，９３２  １，４８３  ４４９ 

  貸 倒 引 当 金 △ １，０４２  △ ８０６  △ ２３６ 

      

固 定 資 産 １８，３３４ ３４．２ ３４，２５６ ４６．０ △ １５，９２１ 

 有形固定資産 １６，６８５  ３１，０９０  △ １４，４０５ 

  建 物 ・ 構 築 物 ９，３５７  １１，６８２  △ ２，３２４ 

  機械・運搬具・工具器具備品 １６，１１３  １６，４７８  △ ３６４ 

  土 地 １２，２６７  １９，５４５  △ ７，２７７ 

  建 設 仮 勘 定 ５１  １３  ３８ 

  そ の 他 １５８  ４，３４９  △ ４，１９０ 

  減 価 償 却 累 計 額 △ ２１，２６４  △ ２０，９７８  △ ２８６ 

      

無形固定資産 １９４  ２３２  △ ３８ 

      

 投資その他の資産 １，４５４  ２，９３３  △ １，４７８ 

  投 資 有 価 証 券 ４８７  ７４４  △ ２５７ 

  長 期 滞 留 債 権 １９，８８５  ２０，３１８  △ ４３２ 

  破 産 更 生 等 債 権 ３，０６９  ３，８０４  △ ７３４ 

  そ の 他 ８６０  １，１４６  △ ２８５ 

  貸 倒 引 当 金 △ ２２，８４８  △ ２３，０８０  ２３１ 

      

繰 延 資 産 １ ０．０ ２ ０．０ △ １ 

      

資 産 合 計 ５３，６４９ １００．０ ７４，５１５ １００．０ △ ２０，８６６ 
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                                                 （単位：百万円） 

当連結会計年度末 

（平成１８年３月３１日現在） 

前連結会計年度末 

（平成１７年３月３１日現在） 
比 較 増 減 

       期   別 

 

 科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  

      

流 動 負 債 ３１，０５５ ５７．９ ５２，１５３ ７０．０ △ ２１，０９８ 

  支払手形・工事未払金等  ２４，００２  ２４，８４７  △ ８４６ 

  短 期 借 入 金 ３，２０１  ２４，１８４  △ ２０，９８３ 

  未 払 法 人 税 等 １４８  １４７  ０ 

  未 成 工 事 受 入 金 ２，６０３  １，４９４  １，１０９ 

  完成工事補償引当金 ３５  ３０  ４ 

  受注工事損失引当金 ７  ４６  △ ３９ 

  賞 与 引 当 金 ９０  ２５２  △ １６２ 

  そ の 他 ９６５  １，１４９  △ １８４ 

      

固 定 負 債 １８，６１３ ３４．７ ８，６６９ １１．６ ９，９４３ 

  長 期 借 入 金 １５，１６５  ５，２４６  ９，９１９ 

  退 職 給 付 引 当 金 ２，７４５  ２，５２２  ２２２ 

  そ の 他 ７０３  ９０１  △ １９７ 

負  債  合  計 ４９，６６８ ９２．６ ６０，８２３ ８１．６ △ １１，１５５ 

      

（少数株主持分）      

      

少 数 株 主 持 分 － － ６，６８９ ９．０ △ ６，６８９ 

      

（ 資 本 の 部 ）      

      

資 本 金 ２，０００ ３．７ １０，９７０ １４．７ △ ８，９７０ 

資 本 剰 余 金 １８，６７９ ３４．８ ３６８ ０．５ １８，３１０ 

利 益 剰 余 金 △ １６，８６６ △３１．４ △ ４，５０７ △ ６．０ △ １２，３５８ 

その他有価証券評価差額金 １８１ ０．３ １８０ ０．２ １ 

自 己 株 式 △ １４ △ ０．０ △ ９ △ ０．０ △ ４ 

資  本  合  計 ３，９８０ ７．４ ７，００１ ９．４ △ ３，０２１ 

負債、少数株主持分 

及 び 資 本 合 計 
５３，６４９ １００．０ ７４，５１５ １００．０ △ ２０，８６６ 
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（２）連 結 損 益 計 算 書 
                                                 （単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度 
自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日 

前 連 結 会 計 年 度 
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１７年３月３１日 

比較増減 
期   別 

 
 
科   目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 

  ％  ％  
売 上 高  （６４，２０４） （１００．０） （７０，２７９） （１００．０） （△ ６，０７５）

 完 成 工 事 高 ４６，０６３ １００．０ ５３，６８５ １００．０ △ ７，６２１ 
 製 品 売 上 高 １７，５９７ １００．０ １５，９４９ １００．０ １，６４７ 

 不動産事業等売上高 ５４３ １００．０ ６４４ １００．０ △ １００ 

売 上 原 価  （５９，５８３） （９２．８） （６４，７７３） （９２．２） （△ ５，１８９）

 完 成 工 事 原 価  ４３，４９０ ９４．４ ５０，０５５ ９３．２ △ ６,５６５ 

 製 品 等 売 上 原 価 １５，５５３ ８８．４ １３，９４４ ８７．４ １，６０９ 
 不動産事業等売上原価 ５３８ ９９．１ ７７２ １２０．０ △ ２３４ 

売 上 総 利 益 （４，６２０） （７．２） （５，５０６） （７．８） （△ ８８５）

 完 成 工 事 総 利 益 ２，５７２ ５．６ ３，６２９ ６．８ △ １，０５６ 
 製品等売上総利益 ２，０４３ １１．６ ２，００５ １２．６ ３７ 

 不動産事業等売上総利益  ４ ０．９ △ １２８ △ ２０．０ １３３ 

販売費及び一般管理費 ４，５８２ ７．１ ４，５１１ ６．４ ７０ 

営 業 利 益  ３８ ０．１ ９９４ １．４ △ ９５５ 
      

営 業 外 収 益 （４１） （０．１） （５９） （０．１） （△ １７）

 受 取 利 息  ２  ５  △ ２ 

 受 取 配 当 金 １１  ２１   △ ９ 
 土 地 賃 借 料 １６  １７  ０ 

 雑 収 入 １０  １５  △ ４ 

営 業 外 費 用 （８５１） （１．３） （７３９） （１．１） （１１１）

 支 払 利 息  
 新 株 発 行 費 
 シンジケートローン組成費用 

５０５ 
１１３ 
１６７ 

 ７３３ 
－ 
－ 

 △ ２２８ 
１１３ 
１６７ 

 雑 支 出 ６４  ５  ５９ 

  経 常 利 益  △ ７７０ △ １．２ ３１５ ０．４ △ １，０８５ 
      

特 別 利 益  （４２６） （０．７） （６） （０．０） （４２０）

 ゴルフ会員権償還益 １５ ５ ９ 
 投資有価証券売却益 ４０１  －  ４０１ 
 そ の 他 特 別 利 益 １０ １ ８ 
特 別 損 失  （２１，４７１） （３３．４） （４，３０８） （６．１） （１７，１６２）

 固 定 資 産 売 却 損 ９  ９２７   △ ９１７ 

 固 定 資 産 除 却 損 ９  ３５  △ ２５ 

 貸 倒 損 失  ７４  １５７  △ ８３ 
 貸倒引当金繰入額 ６８７  １，１００  △ ４１２ 

 販売用不動産評価損 ７９２  －  ７９２ 

減 損 損 失  
財務再構築関連損失 
耐震強度偽装損失 
特 別 退 職 加 算 金 
事 業 整 理 損 
 そ の 他 特 別 損 失 

１４，９８９ 
４，４５６ 
１３３ 
－ 
－ 
３１８ 

 － 
－ 
－ 
５７５ 
１，４５５ 
５６ 

 １４，９８９ 
４，４５６ 
１３３ 
△ ５７５ 
△ １，４５５ 
２６１ 

  税金等調整前当期純利益  △ ２１，８１４ △ ３４．０ △ ３，９８７ △ ５．７ △ １７，８２７ 

  法人税、住民税及び事業税 ７９ ０．１ １０３ ０．１ △ ２４ 

  少 数 株 主 利 益  △ ６，６７５ △ １０．４ △ １８ △ ０．０ △ ６，６５７ 

  当 期 純 利 益 △ １５，２１８ △ ２３．７ △ ４，０７２ △５．８ △ １１，１４５ 
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（３）連 結 剰 余 金 計 算 書 
 
                                                 （単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度         期  別 
 
 科  目 

自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日 

自 平成１６年４月 １日 
至 平成１７年３月３１日 

比 較 増 減 

（資本剰余金の部）    

 

資本剰余金期首残高 

資本剰余金増減高 

 増資による新株の発行 

 減資による増加高 

 資本準備金取崩高 

 

３６８ 

      

６，１００ 

１２，５７９ 

△ ３６８ 

 

３６８ 

 

－ 

－ 

― 

 

－ 

 

６，１００ 

１２，５７９ 

△ ３６８ 

資本剰余金期末残高 １８，６７９ ３６８ １８，３１０ 

（利益剰余金の部）    

    

利益剰余金期首残高 △ ４，５０７ △ ４３４ △ ４，０７２ 

利益剰余金増加高    

 資本準備金取崩高 

 減資による増加高 

３６８ 

２，４９１ 

－ 

－ 

３６８ 

２，４９１ 

 当 期 純 利 益 △ １５，２１８ △ ４，０７２ △ １１，１４５ 

利益剰余金期末残高 △ １６，８６６ △ ４，５０７ △ １２，３５８ 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 
                                               （単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度  
自 平成１７年４月 １日 自 平成１６年４月 １日 比 較 増 減 

             期     別 
 
 科     目 至 平成１８年３月３１日 至 平成１７年３月３１日  

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー    
   税金等調整前当期純利益または純損失（△） △ ２１，８１４ △ ３，９８７ △ １７，８２７ 
   減価償却費 ８３６ １，１４４ △ ３０８ 
   貸倒引当金の増加額または減少額（△） ４ ７９２ △ ７８８ 
   賞与引当金の増加額または減少額（△） △ １６２ ２５２ △ ４１４ 
   退職給付引当金の増加額または減少額（△） ２２２ △ ５７８ ８０１ 
   受取利息及び受取配当金 △ １４ △ ２６ １２ 
   支払利息 
   新株発行費 

５０５ 
１１３ 

７３３ 
－ 

△ ２２８ 
１１３ 

   特別退職加算金 － ５７５ △ ５７５ 
   固定資産売却損 ９ ９２７ △ ９１７ 
   固定資産除却損 
   投資有価証券売却益 

９ 
△ ４０１ 

３５ 
－ 

△ ２５ 
△ ４０１ 

   事業整理損 － １，４５５ △ １，４５５ 
   販売用不動産評価損 ７９２ － ７９２ 
   減損損失 
   財務再構築関連損失 

１４，９８９ 
４，４５６ 

－ 
－ 

１４，９８９ 
４，４５６ 

   売上債権の減少額または増加額（△） ５，９０５ ２，５６３ ３，３４２ 
   未成工事支出金の減少額または増加額（△） △ ２，１４３ １，２５２ △ ３，３９６ 
   仕入債務の増加額または減少額（△） △ ８４５ △ ４５３ △ ３９２ 
   未成工事受入金の増加額または減少額（△） １，１０９ △ ３９５ １，５０５ 
   未払消費税等の増加額または減少額（△） △ ３０６ １１６ △ ４２３ 
   その他 △ ４５６ ９５ △ ５５１ 

小     計 ２，８１１ ４，５０３ △ １，６９２ 
   利息及び配当金の受取額 １４ ２６ △ １２ 
   利息の支払額 △ ３１０ △ ７３１ ４２１ 
   特別退職加算金の支払額 － △ ５７５ ５７５ 
   法人税等の支払額 △ １３６ △ １００ △ ３６ 

営業活動によるキャッシュ・フロー ２，３７７ ３，１２２ △ ７４４ 
Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー    
   有形固定資産の取得による支出 △  １，４１７ △ ９９２ △ ４２４ 
   有形固定資産の売却による収入 ９６ ９５０ △ ８５４ 
   投資有価証券の取得による支出 △ ２２ △ ４ △ １８ 
   投資有価証券の売却による収入 
   子会社株式追加取得による支出 

６７９ 
△ ３７０ 

１ 
－ 

 ６７８ 
△ ３７０ 

   ゴルフ会員権の売却による収入 ４８ ５３ △ ５ 
   短期貸付金の純増減額（増加：△） ８ △ ５ １３ 
   貸付けによる支出 － △ ５３ ５３ 
   貸付金の回収による収入 ２２ ３３ △ １１ 
   その他 ８０ △ ２０ １００ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ８７５ △ ３６ △ ８３８ 
Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー    
   短期借入金の純増減額（減少：△） △ １６，４０６ △ ４，０２０ △ １２，３８５ 
   長期借入れによる収入 １６，１６５ ４，３００ １１，８６５ 
   長期借入金の返済による支出 
   売上債権の流動化による収入 
   株式の発行による収入 

△ １０，８２３ 
１， ９２８ 
７，８８６ 

△ ３，３１２ 
－ 
－ 

△ ７，５１１ 
１，９２８ 
７，８８６ 

   その他 △ ４ △ ５ １ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ １，２５３ △ ３，０３７ １，７８３ 
    
Ⅳ．現金及び現金同等物の 増加額または減少額（△） ２４８ ４７ ２００ 
Ⅴ．現金及び現金同等物期首残高 １，５７１ １，５２３ ４７ 

Ⅵ．現金及び現金同等物期末残高 １，８１９ １，５７１ ２４８ 
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［連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項］ 

 
 １．連結の範囲に関する事項 
    子会社のうち、新世紀工業㈱、㈱水戸プロパティー、エスティ建材㈱、エス・ティ・サービス㈱、やまびこ工業㈱、 
㈱大和舗道、ほくりく工業㈱及びみちのく工業㈱の 8社を連結しております。 

    なお、前連結会計年度において連結子会社であった㈱ジイエスについては、当連結会計年度において清算結了したた 
め、連結の範囲から除いております。 
非連結子会社は２社であり、非連結子会社は、その総資産、売上高、過去５年間における平均の当期純損益のうち持 

   分に見合う額及び利益剰余金のうち持分に見合う額等のそれぞれの合計額が、連結総資産、連結売上高、過去５年間に 
   おける平均の連結当期純損益及び利益剰余金等の額に対して、いずれもその割合が僅少であり、連結財務諸表に重要な 
   影響を及ぼしておりません。 
 
 ２．持分法の適用に関する事項 
    非連結子会社２社及び関連会社３社のうち、持分法を適用しているものはありません。 
    持分法非適用の非連結子会社並びに関連会社の過去５年間における平均の当期純損益のうち持分に見合う額及び利益 
   剰余金のうち持分に見合う額等のそれぞれの合計額は、過去５年間における平均の連結当期純損益及び利益剰余金等の 
   額に対して、いずれもその割合が僅少であり、連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 
 
 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
    連結子会社の事業年度は、連結財務諸表提出会社と一致しております。 
 
 ４．会計処理基準に関する事項 
   （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
      有価証券 
       その他有価証券 
        時価のあるもの      ………  連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直 
                          入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
        時価のないもの      ………  移動平均法による原価法 
      デリバティブ         ………  原則として時価法 
      たな卸資産 
       未成工事支出金及びその他たな卸資産のうち 
        販売用不動産         ………  個別法による原価法 
       その他たな卸資産のうち、材料貯蔵品     ………  移動平均法による原価法 
   （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
      有形固定資産         ………  定率法 
                          ただし、平成10 年4月１日以降の新規取得の建物（建物附属設備を除く） 
                          については定額法によっております。 
                          なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
                            建物・構築物           ７ ～ ５０年 
                            機械・運搬具・工具器具備品    ５ ～  ７年 
      無形固定資産         ………  定額法 
                          なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間  
                          (５年)に基づく定額法によっております。 
   （３）繰延資産の処理方法       

創立費            ………  商法に定める最長期間(５年)で均等償却しております。 
            新株発行費                    ………  支払時に全額費用処理しております。  
   （４）重要な引当金の計上基準 
      貸倒引当金          ………  売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権について 
                          は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については、個別に 
                          回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
      完成工事補償引当金      ………  完成工事のかし担保及びアフターサービス等の支出に備えるため、当連 
                          結会計年度の完成工事高に前２期の補修費の実績割合を乗じた額を引当 
                          計上しております。 
      受注工事損失引当金      ………  工事受注契約に係る将来の損失に備えるため、当期末における工事受注

契約に係る損失見込額を計上しております。 
      賞与引当金          ………  従業員の賞与支給に備えて、当連結会計年度において負担すべき支給見 
                          込額を計上しております。 
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退職給付引当金       ………   従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債 
                          務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 
                          なお、会計基準変更時差異（1,769百万円）については、１５年による 
                          按分額を費用処理しております。 
                          過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の 
                          年数（１５年）による定額法により費用処理しております。 
                          数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一 
                          定の年数（１０年）による定額法によりそれぞれ翌連結会計年度から費 
                          用処理しております。 
 
 
 

 
   （５）完成工事高の計上基準    ………   完成工事高の計上は工事完成基準によっております。 

   （６）重要なリース取引の処理方法 

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取 
    引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

   （７）重要なヘッジ会計の方法 

     ヘッジ会計の方法       ………   繰延ヘッジ処理 
                          なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については、特 

                          例処理を適用しております。 

     ヘッジ手段とヘッジ対象 
          ヘッジ手段     ………   金利スワップ 

          ヘッジ対象     ………   借入金利息 

     ヘッジ方針          ………   金利変動リスクのある資産及び負債については、ヘッジ比率、識別方法、 
                          ヘッジ手段の選択肢等を社内規定化し厳格に管理しております。 

     ヘッジ有効性評価の方法    ………   ヘッジ対象及びヘッジ手段については、取引開始以前、中間連結決算日 

                          及び連結決算日に個別取引毎のヘッジ効果を検証しておりますが、特例 
                          処理によっている金利スワップについては有効性の評価を省略しており 

                          ます。 

   （８）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 
     消費税等の会計処理      ………   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

     連結納税制度の適用      ………   連結納税制度を適用しております。 

 
 ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

    連結子会社の資産及び負債の評価は全面時価評価法によっております。 

 
 ６．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

    連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分又は損失処理に基づいて作成して 

   おります。 
 
 ７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
    連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び取得日 
   より３か月以内に満期日が到来する定期性預金からなっております。 
 
 
 

［会計方針の変更 ］ 
 

（固定資産の減損会計に係る会計基準） 
当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会
計審議会 平成 14 年 8 月 9 日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成
15年 10月31日）を適用しております。これにより、当連結会計年度の営業利益は１４５百万円増加、経常損失は同額減少
し、税金等調整前当期純損失は１４，８４４百万円増加しております。 

    なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規則に基づき各資産から直接控除しております。 
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［ 注 記 事 項 ］ 

 
  （ 連 結 貸 借 対 照 表 関 係 ） 

  １．担保に供している資産 
                               （当連結会計年度末）    （前連結会計年度末） 
       建物・構築物                      ２６９百万円         ２８８百万円 

       土  地                      ８，５０８百万円       ９，２００百万円 
       合  計                      ８，７７８百万円       ９，４８９百万円 
  ２．保 証 債 務 

                               （当連結会計年度末）    （前連結会計年度末） 
                                     ９百万円          １０百万円 
３．当社は平成１７年９月に株式会社東京三菱銀行をアレンジャーとする総額１８，１６５百万円（うちタームローン１６,
１６５百万円、コミットメントライン２，０００百万円）のシンジケートローン契約を締結しております（ただし、平成
１８年３月３１日現在、コミットメントラインは未使用）。 

    なお、当該シンジケートローン契約には以下の財務制限条項が付されております。 
① 各決算期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対照表における資本の部の金額を、平成１８年３月期においては３０億
円以上にそれぞれ維持し、平成１９年３月期以降の各決算期においては当該決算期の直前の決算期または平成１８年
３月期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対照表における資本の部の金額のいずれか大きい方の７５％以上にそれぞ
れ維持すること。 

② 各決算期の損益計算書及び連結損益計算書において、２期連続して経常損失を計上しないこと。 
③ 各決算期の連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結キャッシュフロー計算書に係るトータル・レバレッジ・レシオ
を、平成１８年３月期においては１１．0以下に維持し、平成１９年３月期以降の各決算期においては１０．０以下
にそれぞれ維持すること。 

④ 各決算期の連結損益計算書におけるインタレスト・カバレッジ・レシオ（当該損益計算書における「営業利益」の金
額を「支払利息」の金額で除した数値をいう。）を、平成１８年３月期においては２．０以上に維持し、平成１９年３
月期以降の各期においては３．０以上にそれぞれ維持すること。 
なお、平成１８年３月３１日現在においては、上記財務制限条項の一部に抵触しておりますが、当該事象について期限の

利益喪失の権利行使をしない旨、貸付人より同意を得ております。 
 
 

  （ 連 結 損 益 計 算 書 関 係 ） 
  １．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 
                               （当連結会計年度）    （前連結会計年度） 
       従業員給与手当                   １，７５８百万円       １，９８４百万円 
       賞与引当金繰入額                     ２５百万円          ９５百万円 
       退職給付費用                      ２７３百万円         ２８５百万円 

       営業債権貸倒引当金繰入額                ６０８百万円         １０６百万円 
  ２．一般管理費に含まれる研究開発費 
                               （当連結会計年度）    （前連結会計年度） 
                                   ２３０百万円         ２９３百万円 
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３.減損会計の適用 
当社グループは、当連結会計年度において、以下の資産または資産グループについて減損損失を計上しております。 
用途 種類 場所 金額 
事業用資産 機械・運搬具・工具器具備品、土地 東京都他 １，４１１百万円 
賃貸用資産 建物・構築物、土地 新潟県 ２０５百万円 
遊休資産 土地 北海道 １４４百万円 
ゴルフ場 土地、その他 茨城県 １３，２２８百万円 
減損損失を認識した事業用資産については、管理会計上の事業所単位ごとに、また、賃貸用資産、遊休資産およびゴルフ場に
ついては個別物件ごとにグルーピングしております。 
近年の著しい地価の下落やゴルフ場の収益性の悪化により、上記資産または資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失（１４，９８９百万円）として特別損失に計上しております。 
その内訳は、建物・構築物２，６７３百万円、機械・運搬具・工具器具備品１０４百万円、土地８，００１百万円、その他４，

２１０百万円であります。 
なお、当該資産グループの回収可能価額は、事業用資産、賃貸用資産、ゴルフ場については使用価値により、遊休資産につい
ては正味売却価額により測定しております。 
使用価値の算定に当たっては、事業用資産については将来キャッシュ・フローを３．５％で、賃貸用資産及びゴルフ場につい
ては７．０％で割引いて算定しております。 
また、正味売却価額の算定に当たっては、金額的重要性に乏しいため固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出しており

ます。 
 
 

  （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
  １．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
                               （当連結会計年度）    （前連結会計年度） 

       現金預金勘定                    １，８１９百万円       １，５７１百万円 
       現金及び現金同等物                 １，８１９百万円       １，５７１百万円 
 

２.重要な非資金取引の内容 
   デット・エクイティ・スワップによる 資本金の増加額   ２，１００百万円 
   デット・エクイティ・スワップによる 資本準備金の増加額 ２，１００百万円 

 
 
  （ リ ー ス 取 引 関 係 ） 

EDINETによる開示を行うため記載を省略しております。 
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  （ 有 価 証 券 関 係 ） 
   当 連 結 会 計 年 度  

  １．その他有価証券で時価のあるもの（平成１８年３月３１日現在） 
                                                  （単位：百万円） 

種 類 取 得 原 価 
連 結 貸 借 
対 照 表 計 上 額 

差 額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

    
株 式 ５８ ２３８ １８０ 
債 券 － － － 
そ の 他 ８ １０ １ 

合 計 ６６ ２４８ １８１ 
  ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで） 

       売 却 額      売却益の合計額      売却損の合計額 
        ６７９百万円       ４０１百万円        △ ２百万円 
  ３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１８年３月３１日現在） 

    その他有価証券 
       非上場株式（店頭売買有価証券を除く）  ２１０百万円 
 

   前 連 結 会 計 年 度  
  １．その他有価証券で時価のあるもの（平成１７年３月３１日現在） 
                                                  （単位：百万円） 

種 類 取 得 原 価 
連 結 貸 借 
対 照 表 計 上 額 

差 額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

    
株 式 ２８２ ４６６ １８３ 
債 券 － － － 
そ の 他 － － － 
小 計 ２８２ ４６６ １８３ 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの     
    

株 式 － － － 
債 券 ５２ ４９ △ ３ 
そ の 他 ８ ８ △ ０ 
小 計 ６１ ５７ △ ３ 
合 計 ３４３ ５２４ １８０ 

  ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで） 
       売 却 額      売却益の合計額      売却損の合計額 

          １百万円         －百万円         －百万円 
  ３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１７年３月３１日現在） 
    その他有価証券 

       非上場株式（店頭売買有価証券を除く）  １９１百万円 
 
 

  （ デ リ バ テ ィ ブ 取 引 関 係 ） 
   デリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 
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  （ 退 職 給 付 関 係 ） 
 １．採用している退職給付制度の概要 
    当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

 ２．退職給付債務に関する事項 
                             （当連結会計年度末）    （前連結会計年度末） 
   イ．退職給付債務                  △ ６，１７１百万円    △ ６，０５５百万円 

   ロ．年金資産                      １，４５７百万円      １，２０３百万円 
   ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）          △ ４，７１４百万円    △ ４，８５１百万円 
   ニ．会計基準変更時差異の未処理額            １，０６１百万円      １，１７９百万円 

   ホ．未認識数理計算上の差異               １，３３３百万円      １，６１６百万円 
   ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額） （注）１     △ ４２６百万円      △ ４６６百万円 
   ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）   △ ２，７４５百万円    △ ２，５２２百万円 

   チ．前払年金費用                        －百万円          －百万円 
   リ．退職給付引当金（ト－チ）            △ ２，７４５百万円    △ ２，５２２百万円 
       （注） １．提出会社は過年度において、退職給付制度における給付水準減額の制度変更を行ったため、過去勤務 

             債務（債務の減額）が発生しております。 
           ２．連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
 ３．退職給付費用に関する事項 

                             （当連結会計年度）    （前連結会計年度） 
   イ．勤務費用                        ２４７百万円        ２８９百万円 
   ロ．利息費用                        １５１百万円        １７５百万円 

   ハ．期待運用収益                     △ ４２百万円       △ ５８百万円 
   ニ．会計基準変更時差異の費用処理額             １１７百万円        １１７百万円 
   ホ．数理計算上の差異の費用処理額              ２１９百万円        １８４百万円 

   ヘ．過去勤務債務の費用処理額    （注）２       △ ４０百万円       △ ４０百万円 
   ト．臨時に支払った割増退職金                  －百万円        ５７５百万円 
   チ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト）       ６５３百万円      １，２４５百万円 

       （注） １．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ．勤務費用」に含めております。 
           ２．「２．退職給付債務に関する事項」(注)1.に記載の過去勤務債務に係る当連結会計年度の費用処理額 
             であります。 

 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
                             （当連結会計年度）    （前連結会計年度） 
   イ．退職給付見込額の期間配分方法         勤務期間を基準とする方法  勤務期間を基準とする方法 

   ロ．割引率                          ２．５％          ２．５％ 
   ハ．期待運用収益率                      ３．５％          ３．５％ 
   ニ．過去勤務債務の額の処理年数             １５年（定額法）      １５年（定額法） 

   ホ．数理計算上の差異の処理年数             １０年（定額法）      １０年（定額法） 
   ヘ．会計基準変更時差異の処理年数                １５年           １５年 
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 （ セ グ メ ン ト 情 報 ） 
 
 （１）事業の種類別セグメント情報 
 
  当連結会計年度（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）                   （単位：百万円） 
 

建   設 
事   業 

舗 装 資 材 
製造販売事業 

スポーツ関連 
事 業 及 び 
不動産事業等 

計 消 去 
又は全社 連   結 

Ⅰ．売上高及び営業損益      
  売 上 高      
 （１）外部顧客に対する売上高 46,063 17,597 543 64,204 － 64,204 
 （２）セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 － 7,971 486 8,458 (8,458) － 

計 46,063 25,569 1,030 72,663 (8,458) 64,204 
  営 業 費 用 45,271 24,040 993 70,305 (6,140) 64,165 
  営業利益（又は営業損失△） 792 1,528 36 2,357 (2,318) 38 
Ⅱ．資産、減価償却費 
  及 び 資 本 的 支 出 

資 産 29,218 19,838 2,125 51,181 2,467 53,649 
減 価 償 却 費 165 462 161 789 46 836 
資 本 的 支 出 23 468 971 1,463 82 1,546 

 
  前連結会計年度（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）                   （単位：百万円） 
 

建   設 
事   業 

舗 装 資 材 
製造販売事業 

スポーツ関連 
事 業 及 び 
不動産事業等 

計 消 去 
又は全社 連   結 

Ⅰ．売上高及び営業損益      

  売 上 高      
 （１）外部顧客に対する売上高 53,685 15,949 644 70,279 － 70,279 
 （２）セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 － 7,478 500 7,978 (7,978) － 

計 53,685 23,428 1,144 78,258 (7,978) 70,279 
  営 業 費 用 51,997 21,962 1,259 75,219 (5,934) 69,284 
  営業利益（又は営業損失△） 1,687 1,466 △115 3,038 (2,043) 994 
Ⅱ．資産、減価償却費 
  及 び 資 本 的 支 出 

資 産 33,824 21,145 15,628 70,598 3,916 74,515 
減 価 償 却 費 218 502 352 1,073 71 1,144 
資 本 的 支 出 189 597 202 989 66 1,056 

 （注）１．事業区分の方法 
      日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。 
    ２．各事業区分に属する主要な内容 
       建 設 事 業・・舗装、土木、建築工事その他建設工事全般に関する事業 
       舗 装 資 材 製 造 販 売 事 業・・アスファルト合材等舗装資材の製造販売に関する事業 
       スポーツ関連事業及び不動産事業等・・スポーツ関連事業及び不動産開発等その他事業 
    ３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当連結会計年度２，３１６百万円、前連結

会計年度２，０４８百万円であります。その主なものは、提出会社本社の管理部門に係る費用であります。 
    ４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、当連結会計年度４，８３５百万円、前連結会計年度  

６，１８９百万円であります。その主なものは、提出会社での余資運用資金（現金預金）、長期投資資金（投資有価証
券等）及び管理部門に係る資産等であります。 

 
 （２）所在地別セグメント情報 
      在外連結子会社がないため記載しておりません。 
 
 （３）海外売上高 
      海外売上高がないため記載しておりません。 
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 （ 関 係 当 事 者 と の 取 引 ） 
 
  当連結会計年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日） 

関 係 内 容 

属 性 
会 社 等 
の 名 称 

住 所 
資本金又 
は出資金 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の所有 
（被所有）割合 役 員 の 

兼 任 等 

事 業 上 

の 関 係 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

百万円  百万円  百万円 

28,401 

 

工事の請負 完成工事高 1,932 
受取手形・ 
完成工事 
未収入金等 

752 その他の 

関係会社 
東急建設㈱ 

東京都 

渋谷区 

 

建 設 業 
(被所有) 

直接 24.6％ 

兼任 2人 

転籍 2人 
舗装資材の 

販 売 
製品売上高 37 

未成工事

受入金 
   49 

 （注） 上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
  １．工事の請負については、工事ごとに見積額を提示したうえで、一般取引先と同様の条件で決定されております。 
  ２．舗装資材の販売については、市場価格、総原価等を勘案したうえで販売単価を決定しております。 
 
  前連結会計年度（自 平成１６年４月１日 至 平成１７年３月３１日） 

関 係 内 容 

属 性 
会 社 等 
の 名 称 

住 所 
資本金又 
は出資金 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の所有 
（被所有）割合 役 員 の 

兼 任 等 

事 業 上 

の 関 係 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

百万円  百万円 百万円 
 

工事の請負 完成工事高 1,983 

受取手形・ 
完成工事 

未収入金等 1,247 その他の 

関係会社 
東急建設㈱ 

東京都 

渋谷区 
28,401 建 設 業 

(被所有) 

直接 15.92％ 

兼任 2人 

転籍 3人 
舗装資材の 

販 売 
製品売上高 50 

未成工事

受入金 
3 

 （注） 上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
  １．工事の請負については、工事ごとに見積額を提示したうえで、一般取引先と同様の条件で決定されております。 
  ２．舗装資材の販売については、市場価格、総原価等を勘案したうえで販売単価を決定しております。 
   
 
 



 ２２ 

 
［生産、受注及び販売の状況］  

                                                  （単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 

自 平成１７年４月 １日 自 平成１６年４月 １日 

至 平成１８年３月３１日 至 平成１７年３月３１日 

比較増減 

          期   別 

 

 

 区   分 金    額 構成比率 金    額 構成比率 金    額 

  ％  ％  

アスファルト舗装 ３５，３８４ ５３．７ ３９，１７１ ６１．７ △ ３，７８７ 

コンクリート舗装 ８２３ １．３ １，６８２ ２．６ △ ８５８ 

土 木 工 事 １１，５０３ １７．５ ６，０６７ ９．６ ５，４３６ 

建

設

事

業 

計 ４７，７１１ ７２．５ ４６，９２１ ７３．９ ７９０ 

舗装資材製造販売事業 １７，５９７ ２６．７ １５，９４９ ２５．１ １，６４７ 

スポーツ関連事業及び不動産事業等  ５４３ ０．８ ６４４ １．０ △ １００ 

受

注

高 

合     計 ６５，８５２ １００．０ ６３，５１５ １００．０ ２，３３７ 

アスファルト舗装 ３５，０６６ ５４．６ ４１，０２０ ５８．４ △ ５，９５４ 

コンクリート舗装 １，６１１ ２．５ ３，３３０ ４．７ △ １，７１８ 

土 木 工 事 ９，３８４ １４．６ ９，３３４ １３．３ ５０ 

建

設

事

業 計 ４６，０６３ ７１．７ ５３，６８５ ７６．４ △ ７，６２１ 

舗装資材製造販売事業 １７，５９７ ２７．４ １５，９４９ ２２．７ １，６４７ 

スポーツ関連事業及び不動産事業等  ５４３ ０．９ ６４４ ０．９ △ １００ 

 

売

上

高 

合     計 ６４，２０４ １００．０ ７０，２７９ １００．０ △ ６，０７５ 

アスファルト舗装 １０，２９２ ６３．３ ９，９７５ ６８．３ ３１７ 

コンクリート舗装 １，０７１ ６．６ １，８６０ １２．７ △ ７８８ 

土 木 工 事 ４，８９７ ３０．１ ２，７７８ １９．０ ２，１１９ 

建

設

事

業 計 １６，２６２ １００．０ １４，６１３ １００．０ １，６４８ 

舗装資材製造販売事業 －   － － 

スポーツ関連事業及び不動産事業等  －   － － 

繰

越

高 

合     計 １６，２６２ １００．０ １４，６１３ １００．０ １，６４８ 

 
 


